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新人弁護士の就業状況とＯＪＴの機会について 
２０１３年３月１４日 日本弁護士連合会 

 
Ａ 新人弁護士の就業状況 

１ 調査の対象・方法 

・各期の新規登録弁護士に対して弁護士就業状況に関するアンケート調査を実施。実施時

期は各期の一括登録日から２カ月後。 

・現・新でアンケートの実施時期が異なるが，ＯＪＴの機会の有無の観点においては現・

新の区別は不要であるため，各期とも両者の数字を合算している。 

 

 現新６１期 現新６２期 現新６３期 現新６４期 

配布総数 2,093 2,072 1,885 1,859 

回答総数 936 900 712 603 

回答率 44.7% 43.4% 37.8% 32.4% 

 

２ 調査結果 

（１）入所した既存事務所から「金銭支給の予定なし」と回答した弁護士の割合 

 
・右図は，入所した既存事務所から「金銭支

給の予定なし」と回答した者の各期の割合で

ある。 
・金銭支給の予定がないということは，同じ

事務所の先輩弁護士と一緒に仕事をする機会

（ＯＪＴ）が十分に得にくい状況にあると推

測される（一緒に仕事をすれば何らかの金銭

支給が行われるのが通常。）。 
 
 
  現新６１期 現新６２期 現新６３期 現新６４期 

毎月一定額が支給さ

れる 
856 94.4% 819 94.6% 631 92.3% 507 87.3% 

一定ではなく歩合等

で支給予定 
30 3.3% 23 2.7% 17 2.5% 22 3.8% 

支給の予定なし 21 2.3% 24 2.8% 18 2.6% 28 4.8% 

その他 - - - - 18 2.6% 24 4.1% 

合計 907 100% 866 100% 684 100% 581 100% 

現新６１
期
2.3%

現新６２
期
2.8%

現新６３
期
2.6%

現新６４
期
4.8%
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（２）弁護士としての就業形態を「事務所内独立採算弁護士」と回答した者の割合 

 

・右図は，事務所内独立採算弁護士（いわゆる

「ノキ弁」）として既存事務所に入所したと回

答した者の各期の割合である。 

・勤務弁護士と比較して，同じ事務所の先輩弁

護士と一緒に仕事をする機会（ＯＪＴ）が十分

に得にくい状況にあると推測される。 

・なお，事務所内独立採算弁護士との選択肢は

新６３期から新たに追加したものであるため，

それ以前のデータは存在しない。 

 

  新６３期 現新６４期 

①既存事務所への入所 606 94.4% 536 90.5% 

Ａ勤務弁護士 543 84.6% 459 77.5% 

Ｂ経営者弁護士 13 2.0% 15 2.5% 

Ｃ事務所内独立採算弁護士 27 4.2% 52 8.8% 

Ｄその他 8 1.2% 7 1.2% 

②民間企業・団体への就職 12 1.9% 20 3.4% 

③日本司法支援センターへの就職 8 1.2% 12 2.0% 

④中央官庁・地方自治体への就職 1 0.2% 2 0.3% 

⑤独立開業 16 2.5% 21 3.5% 

⑥その他 3 0.5% 1 0.2% 

合計 642 100% 592 100% 

※注１：新６３期については，①と②に複数回答した者，①と④と⑤に複数回答した者，①と⑥に複数

回答した者が各１名いる。また，①と回答した者の中で，ＣとＤに複数回答した者，Ｂ，Ｄに複数回

答した者も各１名いる。 

※注２：新６３期からＣの選択肢を新たに設けた。 

 

 
Ｂ ＯＪＴの機会が少ないと推測される新人弁護士 

１ 調査の対象・方法 

・各年１０月１日時点の弁護士登録情報（氏名，事務所名，事務所住所など）から，事務

所の外形上先輩弁護士と一緒に仕事する機会（ＯＪＴ）が少ないと推測される以下の事務

所を抽出。 

① 新人のみ１人事務所＝事務所人数１人，かつ登録１年未満である法律事務所 

② 新人のみ１人法人事務所＝事務所人数１人，かつ登録１年未満，かつ弁護士法人で

ある法律事務所 

③ 新人のみ２人以上の事務所＝事務所人数２人以上，かつ全員登録１年未満である法

律事務所 

新63期
4.2%

現新64
期
8.8%
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④ 新人のみ２人以上の法人＝事務所人数２人以上，かつ全員登録１年未満，かつ弁護

士法人である法律事務所 

⑤ 新人のみ１人支店＝支店人数１人，かつ登録１年以内，かつ本店または他支店には

登録１年以上の者がいる弁護士法人 

⑥ 新人のみ２人以上の支店＝支店人数２人以上，かつ全員登録１年未満，かつ本店ま

たは他支店には登録１年以上の者がいる弁護士法人 

※法律事務所以外に所属する弁護士（≒組織内弁護士）は含まない。 

 

２ 調査結果 

・抽出した結果は以下のとおり。 
 
 2007年 

10月 

2008年 

10月 

2009年 

10月 

2010年 

10月 

2011年 

10月 

2012年 

10月 

①新人のみ１人事務所 21 38 54 57 75 88 

②新人のみ１人法人 0 0 2 1 3 3 

③新人のみ２人以上の事務所 4 2 6 7 20 8 

④新人のみ２人以上の法人 0 0 0 7 0 0 

⑤新人のみ１人支店 1 6 7 13 24 33 

⑥新人のみ２人以上の支店 0 0 2 10 4 2 

合計 26 46 71 95 126 134 
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(46)

(71)
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現新６５期の弁護士就業状況に関する調査　集計結果

※未登録者数３６３名（２０１３年１月１０日現在）は調査対象に含まない。

　※注：複数回答可の質問に関しては，回答者総数を母数としてパーセンテージを計算。

【回答者の属性について】

①資格取得事由
新第６５期 1330 96.5%
現行第６５期 48 3.5%
合計 1378 100.0%

②性別
男性 1053 76.4%
女性 325 23.6%
合計 1378 100.0%

③年齢
２０歳代 932 67.6%
３０歳代 371 26.9%
４０歳代 67 4.9%
５０歳代 6 0.4% 68%

27%

5%
0% 0% ２０歳代

３０歳代

４０歳代

【実施対象】現新６５期の弁護士

【実施時期】２０１２年１２月２０日～２０１３年１月２９日

【実施方法】マークシートで送付・回答

【回答者総数】１，３７８名（対象：１，５５３名 回答率：８８．７％）

６０歳代以上 2 0.1%
合計 1378 100.0%

④社会人経験の有無
ない 1135 82.4%
ある 241 17.5%
不明 2 0.1%
合計 1378 100.0%

⑤社会人経験の内容
企業 130 53.9%
公務員 25 10.4%
専門資格 16 6.6%
その他 32 13.3%
不明 38 15.8%
合計 241 100.0%

54%

10%

7%

13%

16%

企業

公務員

専門資格

その他

不明

68%
５０歳代

６０歳代以上

82%

18%

0%
ない

ある

不明
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【就業状況について】
問１　現在の弁護士としての就業形態は以下のどちらですか。

46 3.3%

1112 80.7%
88 6.4%
45 3.3%
31 2.2%
2 0.1%

21 1.5%
6 0.4%
4 0.3%
8 0.6%

11 0.8%
4 0.3%

1378 100.0%合計

⑦　一人で法律事務所新設（独立開業）
⑧　新規登録弁護士二人以上のみで法律事務所新設
⑨　先輩弁護士と法律事務所新設
⑩　既存の弁護士法人への入所だが執務する事務所は新規登録弁護士のみ
⑪　その他
不明

①　経営者弁護士（事務所経費の全部又は一部を負担して経営にあたる者）と
して既存事務所に入所

②　勤務弁護士として既存事務所に入所
③　①②⑩以外の形態で既存事務所に入所（いわゆる「ノキ弁」も含む。）
④　民間企業・団体へ就職
⑤　日本司法支援センターへ就職
⑥　中央官庁・地方自治体等の官公庁へ就職

3%

6%

3%
2%

0%
2%

1% 0%
1% 1%

0%

グラフタイトルグラフタイトル① 経営者弁護士として既存事務所に入所

② 勤務弁護士として既存事務所に入所

③ ①②⑩以外の形態で既存事務所に入所（「ノキ

弁」も含む。）
④ 民間企業・団体

⑤ 日本司法支援センター

⑥ 中央官庁・地方自治体等の官公庁

⑦ 一人で法律事務所新設（独立開業）

⑧ 新規登録弁護士二人以上のみで法律事務所新

設

【問１で②～⑥と回答された方にお聞きします。】
問２　入所先等での就業の形態は次のいずれですか。

1159 90.7%

50 3.9%

39 3.1%
8 0.6%

22 1.7%
1278 100.0%合計

④　その他
不明

①　入所先等から給与，保証給などとして毎月一定額の収入となるよう金銭が
支給される

②　入所先等から毎月一定額ではないが，歩合などである程度の金銭の支給
が予定されている

③　入所先等からの金銭の支給は予定されていない

81%
設
⑨ 先輩弁護士と法律事務所新設

⑩ 既存の弁護士法人への入所だが執務する事務所

は新規登録弁護士のみ
⑪ その他

不明

91%

4%
3% 0% 2% ① 入所先等から給与，保証給などとして毎月一定額

の収入となるよう金銭が支給される

② 入所先等から毎月一定額ではないが，歩合など

である程度の金銭の支給が予定されている

③ 入所先等からの金銭の支給は予定されていない

④ その他

不明
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【問２で①と回答された方にお聞きします。】
問３　入所先等から一定額を支給される予定の給与等の月額（賞与等も含めた年額を12で割った金額）は
いくらですか。（単位：万円）

10以下 6 0.5%
20以下 22 1.9%
25以下 27 2.3%
30以下 137 11.8%
35以下 128 11.0%
40以下 210 18.1%
45以下 162 14.0%
50以下 208 17.9%
60以下 109 9.4%
70以下 25 2.2%
80以下 18 1.6%
100以下 56 4.8%
100超 4 0.3%
不明 47 4.1%
合計 1159 100.0%

※収入差のピッチがゾーンにより異なる点を留意

【参考】
問３の回答結果を１２倍し，年額に換算した場合。（単位：万円）

120以下 6 0.5%

1%

2%

2%

12%

11%

18%

14%

18%

9%

2%
2%

5%

0%

4%

10以下

20以下

25以下

30以下

35以下

40以下

45以下

50以下

60以下

70以下

80以下

100以下

100超

不明

1%

120以下

240以下以
240以下 22 1.9%
300以下 27 2.3%
360以下 137 11.8%
420以下 128 11.0%
480以下 210 18.1%
540以下 162 14.0%
600以下 208 17.9%
720以下 109 9.4%
840以下 25 2.2%
960以下 18 1.6%
1200以下 56 4.8%
1200超 4 0.3%
不明 47 4.1%
合計 1159 100.0%

※収入差のピッチがゾーンにより異なる点を留意

【問２で①と回答された方にお聞きします。】
問４　入所先等から問３以外で支給される給与（歩合給等）がありますか。

ある 292 25.2%
ない 721 62.2%
不明 146 12.6%
合計 1159 100.0%

25%

62%

13%
ある

ない

不明

2%

2%

12%

11%

18%

14%

18%

9%

2%
2%

5%
0%

4% 300以下

360以下

420以下

480以下

540以下

600以下

720以下

840以下

960以下

1200以下

1200超

不明
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【問１で②～⑥と回答された方にお聞きします。】
問５　入所先等への経費負担はありますか。

負担なし 938 73.4%
負担あり 248 19.4%
不明 92 7.2%
合計 1278 100.0%

【問５で②と回答された方にお聞きします。】
問６　経費負担はどのようになっていますか。（複数回答可）

111 44.8%
64 25.8%
19 7.7%
17 6.9%
10 4.0%
5 2.0%

22 8.9%
248 100.0%

不明
合計

個別事件の報酬に応じて
個人の売上に応じて
定額
その他
事件実費相当分
事務員人件費相当分

73%

20%

7%

負担なし

負担あり

不明

111

64

19 2240

60

80

100

120

【問２で①と回答された方にお聞きします。】
問７　弁護士会費の負担は入所先等の負担ですか，自己負担ですか。

入所先等の負担 406 35.0%

一部入所先等の負担
・一部自己負担

53 4.6%

自己負担 662 57.1%
その他 5 0.4%
不明 33 2.8%
合計 1159 100.0%

19 17
10 5

22

0

20

35%

5%

57%

0% 3% 入所先等の負担

一部入所先等の負担

・一部自己負担
自己負担

その他

不明
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の
他

【
質
問
６
：
全
て
の
方
に
お
聞
き
し
ま
す
。
】
 

６
．
現
在
の
弁
護
士
と
し
て
の
就
業
形
態
は
以
下
の
ど
ち
ら
で
す
か
。
 

①
経
営
者
弁
護
士
（
事
務
所
経
費
の
全
部
又
は
一
部
を
負
担
し
て
経
営
に
あ
た
る
者
）
と
し
て
既
存
事

務
所
に
入
所

②
勤
務
弁
護
士
と
し
て
既
存
事
務
所
に
入
所

③
①
②
⑩
以
外
の
形
態
で
既
存
事
務
所
に
入
所
（
い
わ
ゆ
る
「
ノ
キ
弁
」
も
含
む
。
）

④
民
間
企
業
・
団
体
へ
就
職
 

 
 
⑤
日
本
司
法
支
援
セ
ン
タ
ー
へ
就
職
 

 
 
⑥
中
央
官
庁
・
地
方
自
治
体
等
の
官
公
庁
へ
就
職

 
 
⑦
一
人
で
法
律
事
務
所
新
設
（
独
立
開
業
）

 
 
⑧
新
規
登
録
弁
護
士
二
人
以
上
の
み
で
法
律
事
務
所
新
設

 
 
⑨
先
輩
弁
護
士
と
法
律
事
務
所
新
設

 
 
⑩
既
存
の
弁
護
士
法
人
へ
の
入
所
だ
が
執
務
す
る
事
務
所
は
新
規
登
録
弁
護
士
の
み

⑪
そ
の
他

2
 

   （（
以
下
，
②
～
⑥
の
就
業
先
を
「
入
所
先
等
」
と
い
う
。
）
 

【
質
問
７
：
質
問
６
で
②
～
⑥
と
回
答
さ
れ
た
方
に
お
聞
き
し
ま
す
。
】
 

７
．
入
所
先
等
で
の
就
業
の
形
態
は
次
の
い
ず
れ
で
す
か
。
 

①
入
所
先
等
か
ら
給
与
，
保
証
給
な
ど
と
し
て
毎
月
一
定
額
の
収
入
と
な
る
よ
う
金
銭
が
支
給
さ
れ
る
 

②
入
所
先
等
か
ら
毎
月
一
定
額
で
は
な
い
が
，
歩
合
な
ど
で
あ
る
程
度
の
金
銭
の
支
給
が
予
定
さ
れ
て

い
る
 

③
入
所
先
等
か
ら
の
金
銭
の
支
給
は
予
定
さ
れ
て
い
な
い
 

④
そ
の
他

 【
質
問
８
：
質
問
７
で
①
と
回
答
さ
れ
た
方
に
お
聞
き
し
ま
す
。
】
 

８
．
入
所
先
等
か
ら
一
定
額
を
支
給
さ
れ
る
予
定
の
給
与
等
の
月
額
（
賞
与
等
も
含
め
た
年
額
を

12
で
割
っ

た
金
額
）
は
い
く
ら
で
す
か
。
（
単
位
：
万
円
）
 

①
10

以
下
 
②

20
以
下
 
③

25
以
下
 
④

30
以
下
 
⑤

35
以
下
 
⑥

40
以
下
 
⑦

45
以
下

⑧
50

以
下
 
⑨

60
以
下
 
⑩

70
以
下
 
⑪

80
以
下
 
⑫

10
0
以
下
 
⑬

10
0
超

【
質
問
９
：
質
問
７
で
①
と
回
答
さ
れ
た
方
に
お
聞
き
し
ま
す
。
】
 

９
．
入
所
先
等
か
ら
質
問
８
以
外
で
支
給
さ
れ
る
給
与
（
歩
合
給
等
）
が
あ
り
ま
す
か
。
 

 
 
①
あ
る
 
②
な
い

【
質
問
１
０
：
質
問
６
で
②
～
⑥
と
回
答
さ
れ
た
方
に
お
聞
き
し
ま
す
。
】
 

１
０
．
入
所
先
等
へ
の
経
費
負
担
は
あ
り
ま
す
か
。
 

①
負
担
な
し
 
②
負
担
あ
り
 

【
質
問
１
１
：
質
問
１
０
で
②
と
回
答
さ
れ
た
方
に
お
聞
き
し
ま
す
。
】
 

１
１
．
経
費
負
担
は
ど
の
よ
う
に
な
っ
て
い
ま
す
か
。
（
複
数
回
答
可
）
 

 
 
①
定
額
 
②
個
人
の
売
上
に
応
じ
て
 
③
個
別
事
件
の
報
酬
に
応
じ
て

④
事
務
員
人
件
費
相
当
分
 
⑤
事
件
実
費
相
当
分
 
⑥
そ
の
他

 【
質
問
１
２
：
質
問
７
で
①
と
回
答
さ
れ
た
方
に
お
聞
き
し
ま
す
。
】
 

１
２
．
弁
護
士
会
費
の
負
担
は
入
所
先
等
の
負
担
で
す
か
，
自
己
負
担
で
す
か
。
 

 
 
①
入
所
先
等
の
負
担
，
②
一
部
入
所
先
等
の
負
担
・
一
部
自
己
負
担
，
③
自
己
負
担
，
④
そ
の
他
 

   
～
御
協
力
誠
に
あ
り
が
と
う
ご
ざ
い
ま
し
た
。
～
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弁
護

士
の

活
動

領
域

拡
大

に
関

す
る
日

弁
連

の
取

組

①
企
業
内
弁
護
士
の
活
用
例
の
Ｐ
Ｒ

(イ
ベ
ン
ト
等
)

②
「
企

業
に
お
け
る
法

曹
有

資
格

者
の

活
動

領

域
の
拡
大
に
関
す
る
意
見
交
換
会
」

③
各
種
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査

①
「
法
曹
有
資
格
者
の
公
務
員
登
用
促
進
に

関
す
る
協
議
会
」

②
各
種
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査

企
業

官
公

庁

拡
大

の
た

め
の

取
組

取
組

を
開

始
し
た
2
0
0
6
年
に
比

べ
，
2
0
1
2
年
に
は
企
業
内
弁
護
士

数
が
約
6
3
0
名
増
加

取
組

を
開

始
し
た
2
0
0
6
年
に
比
べ
，

2
0
1
2
年
に
は
官
公
庁
に
所
属
す
る

弁
護
士
が
約
4
1
名
増
加

成
果

・
結

果

③
採
用
に
関
す
る
要
請

①
地
方
自
治
体
と
の
意
見
交
換
会
・
シ
ン
ポ

ジ
ウ
ム
の

開
催

②
「
地

方
自

治
体

に
お
け
る
法

曹
有

資
格

者
の

活
動
領
域
の
拡
大
に
関
す
る
意
見
交
換
会
」

官 地
方
自
治
体

弁
護
士
が
約
4
1
名
増
加

現
在

，
地

方
自

治
体

の
任
期

付
公

務
員
等
常
勤
職
員
の
数
は
4
1
名

（
弁
護
士
登
録
を
行
っ
て
い
な
い
方

を
含

む
。
）
，
採

用
し
て
い
る
自

治
体

は
2
6
自

治
体

（
日

弁
連

調
べ

）

※
弁
護
士
・
司
法
修
習
生
・
法
科
大
学
院
生
等
に
対
し
て
の
活
動

①
パ
ン
フ
レ
ッ
ト
・
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
で
の
多
様
な
キ
ャ
リ
ア
プ
ラ
ン
の
紹
介

②
求
人
求
職
情
報
サ
イ
ト
の
設
置
，
メ
ー
ル
マ
ガ
ジ
ン
発
行
等
の
情
報
提
供
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弁護士の活動領域拡大に関する日弁連の取組 

 

 日弁連は，2006 年 6 月，活動領域拡大問題に関する検討チームとして，弁護士業務総合推

進センター内に「任期付公務員・企業内弁護士促進ＰＴ」を立ち上げた。同ＰＴは，その後，

発展的に改組・再編を重ね，現在，若手法曹センター内の「公務員任用支援ＰＴ」，弁護士

業務改革委員会内の「企業内弁護士小委員会」として活動を継続している。同ＰＴ・小委員

会が対象としている活動領域は、企業・官公庁・地方自治体であり，その具体的な取組は以

下のとおりである。また，関連するものとして法科大学院関係での取組も行っている。 

 

第１ 基礎調査 

 １ アンケート調査 

 2006 年 

 ①企業・官公庁・地方自治体アンケート調査（2006.10～11） 

     三者を合わせた今後 5 年間の採用予定人数が 108～232 名強にとどまり，いずれも弁護士採用予定数

が想像以上に少ないことが明らかとなった。 

 ②転職希望・関心度アンケート調査（2006.12） 

     司法研修所卒業後 15 年までの弁護士が対象。35％が企業・行政庁・国際機関への転職に興味を示し

ており，希望先の割合は，行政庁が 34％，企業が 20％，国際機関が 15％，どれでもよいが 31％であっ

た。 

 2007 年 

 ③現役組織内弁護士・企業内弁護士経験者へのアンケート調査（2007.4～5） 

     所属企業の属性，所属部署，職場環境・待遇，動機・見通しといった実態を調査。企業内弁護士の満

足度が高く，勤務継続を希望する者が多いことが明らかとなった。 

 ④現役公務員・公務員経験者へのアンケート調査（2007.4～5） 

     官公庁での勤務に関する実態を調査。満足度の高さが表れた結果となった。 

 2009 年 

 ⑤現役企業内弁護士に関するアンケート調査（2009.9～10） 

     ③の後続調査。公益活動義務の弾力的運用が検討課題として指摘された。また，新人ないしそれに近

い弁護士の割合が増えたものの，一定の弁護士経験を積んでから企業に入った方がよいとする意見が最

多数であった。 

 ⑥企業内弁護士採用に関するアンケート調査（2009.11～12） 

     ①の企業向けアンケート調査の後続調査。新人採用傾向の増加，企業内弁護士に対する高い満足度が

現れたものの，弁護士を採用しておらず，具体的な採用予定もない企業が大多数であり，①と比べて際

立った変化は見られなかった。 

2012 年 

 ⑦企業における弁護士の採用状況に関するアンケート調査（2012.1～） 

  
２ ヒアリング調査（2008.11～12） 

 ①公務員登用促進のためのヒアリング調査 

     官公庁（任期付公務員：8 名，官公庁担当者：2 名） 

     地方自治体（勤務弁護士：1 名，首長：2 名） 
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第２ 提言 

 「組織内弁護士の普及促進への取り組みについて」（2007.2） 

     上記第１①の結果を踏まえ，対外的な相互理解，人材育成，需給マッチング，会内における理解の促

進等に取り組むことを表明するとともに，組織内弁護士の活用について理解と支援を求める文書を関係

機関（法務省，日本経団連，日本商工会議所，経済同友会，全国知事会，全国市長会，法科大学院協会，

大規模法科大学院等）に送付した。 

 

第３ 企業に関する取組 

 ①「企業経営の新しい課題と企業法務，企業内弁護士に関するシンポジウム」開催 

（2007.7） 

     主催：日弁連／共催：法務省，日本経団連／後援：日本商工会議所，経済同友会 

 ②弁護士業務改革シンポジウム第２分科会「華麗なるキャリアプラン～あなたも挑戦して

みませんか」開催（2007.10） 

     札幌市で開催された業務改革シンポジウムにおいて，若手弁護士向けに企業内弁護士等への挑戦を呼

びかけた。 

 ③組織内弁護士推進のための全国キャラバン（シンポジウム） 

     第１回（2008. 9） 名古屋 企業 35 社 45 名参加 

     第２回（2009. 2） 福 岡 企業 7 社 8 名参加 

     第３回（2009. 6） 広 島 企業 8 社 11 名参加 

     第４回（2009. 8） 札 幌 企業 4 社 5 名参加 

     第５回（2009.11） 仙 台 企業 16 社 26 名参加 

     第６回（2010. 2） 高 松 企業 12 社 16 名参加 

     第７回（2010. 4） 大 阪 企業 37 社 48 名参加 

 ④法曹有資格者の活動領域の拡大に関する意見交換会（2008.9～） 

     日弁連，法務省，文部科学省，日本経団連，法科大学院協会の五者間で 2008 年 9 月～12 月にかけて

計 4 回の意見交換会を開催し，その取りまとめとして，企業における法曹有資格者の採用促進のために

それぞれが取り組むべき方策等を発表した。また，その後も各団体・機関の取組について報告・意見交

換を継続している（現在までに計 8 回）。 

 ⑤法曹有資格者の採用に関する緊急要請の実施（2010.7） 

     要請先：法務省，日本経団連，経済同友会，経営法友会 

 ⑥シンポジウム「組織内弁護士の魅力と求められる人材－法科大学院生が知っておくべき

こと」開催（2011.7） 

 ⑦シンポジウム「組織内弁護士の魅力と求められる人材－司法試験合格者へのメッセー

ジ」開催（2011.10） 

⑧法科大学院制度のあり方に関するシンポジウム（2012.9） 

     法科大学院をテーマに，企業法務関係者，官公庁・自治体関係者も招いて行ったシンポジウム。 

 ⑨シンポジウム「企業内弁護士の魅力と必要とされる人材」開催（2012.10） 

⑩企業における法曹有資格者の拡大に関する意見交換会（2012.10～2013.1） 

 

第４ 官公庁に関する取組 

 ①弁護士業務改革シンポジウム第２分科会「華麗なるキャリアプラン～あなたも挑戦して

みませんか」開催（2007.10） 

     既述のとおり。 

 ②法曹有資格者の公務員登用促進に関する協議会（2008.11～2009.4） 
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     国家公務員制度改革推進本部事務局，人事院，総務省人事・恩給局，総務省自治行政局，文部科学省，

法務省の間で 2008 年 11 月～2009 年 4 月にかけて協議会が開催され，日弁連もヒアリングに出席した。

その取りまとめにおいて，法曹有資格者をこれまで以上に広く公務員として登用し活用するため，政府

が法科大学院協会や日弁連の取組に対し必要に応じた協力をするとともに，関係省庁間で連携して必要

な施策や検証を行っていくことが確認された。 

 ③法曹有資格者の採用に関する緊急要請の実施（2010.7） 

     既述のとおり。 

 ④メールマガジン「任期付公務員等キャリアマガジン」の発行（2009.11～） 

⑤法科大学院制度のあり方に関するシンポジウム（2012.9） 

     既述のとおり。 

 

第５ 地方自治体に関する取組 

 ①弁護士業務改革シンポジウム第２分科会「華麗なるキャリアプラン～あなたも挑戦して

みませんか」（2007.10） 

     既述のとおり。 

 ②組織内弁護士推進全国キャラバン（シンポジウム）・地方自治体との意見交換会 

   ・シンポジウム 

     第１回（2008. 9） 名古屋 7 自治体 8 名参加 

     第２回（2009. 2） 福 岡 4 自治体 6 名参加 

     第３回（2009. 6） 広 島 3 自治体 3 名参加 

     第４回（2009. 8） 札 幌 7 自治体 8 名参加 

   ・意見交換会（シンポジウムに合わせて開催） 

     名古屋（第１回），札幌（第２回），広島（第３回），大阪（第７回） 

 ③法曹有資格者の公務員登用促進に関する協議会（2008.11～2009.4） 

     既述のとおり。 

 ④メールマガジン「任期付公務員等キャリアマガジン」の発行（2009.11～） 

⑤「地方自治体人事委員会を招いての自治体公務員登用シンポジウム」開催 

（2009.12） 

 ⑥神奈川県市長会総務部会において法曹有資格者の登用促進の要請（2011.1） 

 ⑦神奈川県町村会長会会議において法曹有資格者の登用促進の要請（2011.2） 

 ⑧弁護士業務改革シンポジウム第２分科会「地方自治体の自立と弁護士の役割～監査，議

会のあり方，クレーマー対策を題材として～」開催（2011.11） 

 ⑨地方自治体における弁護士をはじめとする法曹有資格者の活用に関する意見交換会

（2012.1） 

  ⑩弁護士をはじめとする法曹有資格者の地方自治体職員への登用に関する座談会

（2012.4） 

⑪法科大学院制度のあり方に関するシンポジウム（2012.9） 

     既述のとおり。 

 ⑫書籍「自治体と弁護士の連携術」の発行（2012.10） 

 ⑬地方自治体における法曹有資格者の拡大に関する意見交換会（2012.10～2013.1） 

 ⑭「地方自治体における弁護士の役割に関するシンポジウム in福岡」開催（2013.2） 

 

 

※ 以上は日弁連の取組であり，別途，弁護士会主催の取組も行われている。 
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現新６５期の登録状況等 2013.02.04

Ⅰ　現新６５期修習終了者

二回試験
受験者数

人数 人数 割合 割合

現新６５期 2069 43 2.1% 97.9%

新６４期等
再チャレンジ組 57 3 5.3% 94.7%

合計 2126 46 2.2% （Ａ） 2080 97.8%

※注①　二回試験合格発表時点での一括登録日の登録希望者は１４０４名
※注②　「注①」のうち，二回試験不合格者は３４名
※注③　二回試験合格発表時点での一括登録日以外での登録希望者は１２１名

Ⅱ　進路内訳

任官 92 （１２月２６日最高裁の発表による。）

任検 72 （１月７日付官報による ）

54

二回試験
不合格者数※

二回試験
合格者数

人数

2026

二回試験合格発表日：２０１２年１２月１８日

一括登録日：２０１２年１２月２０日

任検 72 （１月７日付官報による。）

※弁護士 1370

（Ｂ）合計 1534

※注④　２０１３年２月４日時点で，組織内弁護士５５名，即時独立弁護士５５名と推計している。

Ⅲ　弁護士未登録者

（Ａ）－（Ｂ）＝ 546

　弁護士登録者数　 ：１６８１名（一括登録日から３１１名増加）
※注⑤　２０１３年２月４日時点の 　　　　　　→男性：１３０５名　女性：３７６名

　弁護士未登録者数：２３５名

(新６４期等再チャレンジ組を含む。一括登録日時点。）

（※昨年までと異なり，現６５期・新６５期の一括登録日が同日
である。）
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録
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録
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録
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録
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録
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%
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録
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%
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%
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1
1
.8
.2
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（
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録
後
約
1
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ヶ
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1
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4
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（
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録
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ヶ
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0
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（
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ヶ
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1
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1
,7
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（
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録
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ヶ
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2
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1
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録
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ヶ
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%
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０
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０
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０
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１
年
）

現
新
第
６
５
期
（
２
０
１
２
年
）

計

（
注
）

①
人
員
，
判
事
補
及
び
検
事
の
数
に
つ
い
て
は
，
『
裁
判
所
デ
ー
タ
ブ
ッ
ク
２
０
０
９
』
（
最
高
裁
）
，
最
高
裁
や
法
務
省
へ
の
聞
き
取
り
及
び
官
報
に
よ
る
。

②
弁
護
士
数
に
つ
い
て
は
，
５
９
期
ま
で
は
『
裁
判
所
デ
ー
タ
ブ
ッ
ク
２
０
０
９
』
（
最
高
裁
）
に
よ
る
。
６
０
期
以
降
は
日
弁
連
調
べ
。

新
第
６
０
期
（
２
０
０
７
年
）

現
第
６
１
期
（
２
０
０
８
年
）

新
第
６
１
期
（
２
０
０
８
年
）

現
第
６
２
期
（
２
０
０
９
年
）

新
第
６
２
期
（
２
０
０
９
年
）

現
第
６
３
期
（
２
０
１
０
年
）

第
５
５
期
（
２
０
０
２
年
）

第
５
６
期
（
２
０
０
３
年
）

第
５
７
期
（
２
０
０
４
年
）

第
５
８
期
（
２
０
０
５
年
）

第
５
９
期
（
２
０
０
６
年
）

現
第
６
０
期
（
２
０
０
７
年
）

司
法
修
習
終
了
後
の
区
分
毎
の
割
合
　

期
別
（
就
職
年
度
）

人
員

終
了
後
の
区
分

第
５
４
期
（
２
０
０
１
年
）
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